
普通会計財務４表から、このようなことがわかります。
（　）は前年度対比

○市民１人あたりの資産 1,748,754円

○市民１人あたりの負債 466,566円

○市民１人あたりの純資産 1,282,189円

○社会資本形成の過去及び現世代負担比率 80.3%

○社会資本形成の将来世代負担比率 21.1%

○資産老朽化比率 46.8%

○受益者負担比率 2.6%

○新地方公会計制度の概要

 

 

 

内訳

 

　

平成２７年度飯能市の財務４表（普通会計）

貸借対照表

193,622,064千円

（△1,100,847円）

（＋17,020円）

（△1,117,866円）

平成２８年３月３１日現在
（　）は前年度対比

　市の行政活動は、福祉や教育などでの人的
サービスや給付サービスの提供など、資産形成
につながらない行政サービスが大きな比重を占め
ています。そのためのコスト（原価・費用）がいくら
かかっているかを示したものです。
　平成27年度１年間の飯能市のコスト総額は
22,515,176千円（＋909,639千円）で、市民１人
あたりでは280,165円（＋12,352円）です。

行政コスト計算書 純資産変動計算書
平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

（　）は前年度対比

　地方公共団体の公会計制度は、その年度にどのような収入があり、それをどのように
使ったかといった現金の動きがわかりやすい反面、市が整備してきた資産や、借入金な
どの負債といったストック情報や、行政サービス提供のために発生したコスト情報が十分
ではありませんでした。
　企業会計的な手法（発生主義・複式簿記）を取り入れ、それらの情報の不足を補い、
関連団体等も含めた連結ベースでの財務４表を整備し、公表するのが、国が進める
「新地方公会計制度」です。

  地方公共団体は、国（総務省）が示した２つの公会計モデル（「基準モデル」・「総務省方式 改訂
モデル」）のうちいずれかを選択し、一般会計だけでなく、特別会計や関連団体までを含めた連結
ベースの財務４表を整備する。

２　資産（土地・建物・道路・備品など）は、時価で評価しています。

１　早期に資産・債務情報を把握するため、「総務省方式改訂モデル」を採用しています。

 

内訳
・経常的収支　　　　　　　　3,876,589千円
・公共資産整備収支　　　△1,413,247千円
・投資・財務的収支　 　 △2,297,245千円

資金収支計算書

期末（平成27年度末）純資産残高

期首（平成26年度末）純資産残高

103,041,800千円

　１年間の市の現金の収入と支出が、どのような理由で増減
しているかを、性質別に区分して示したものです。
　飯能市の場合、経常的収支の黒字分を大きな資金が必
要となる資産整備やそのための借入金の返済に充てている
ことがわかります。
　平成27年度１年間で、飯能市の資金166,097千円増加し
ています。

　市が所有している財産の内容と金額です。行政
サービスの提供能力を表しています。

　「貸借対照表」とは、市民の皆さんが利用する市の施設（財産）、市の所有する現金や債権、資産形成のた
めに投資された資金などが、どのくらいあるのかを示したもので、資産・負債・純資産の３つの要素から構成さ
せています。左右の合計額が等しいこと、現時点の資産と負債などの残高（＝バランス）を示していることから
バランスシートとも呼ばれます。

　借入金（市債）や将来の職員の退職金など、将来
世代の負担で返済していく債務です。

平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

○負債
 37,495,078千円
 （＋1,288,415千円）

1,755,819千円

期末（平成27年度末）資金残高

　市の純資産（正味の資産）が、平成27年度中にどのよう
に増減したかを示したものです。
　平成27年度１年間で、市の純資産は90,580,264千円減
少しています。

○飯能市の取り組み

平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

1,589,722千円

計　　140,536,878千円
　　　（△89,351,849千円）

計　　140,536,878千円
　　　（△89,351,849千円）

（差引Ａ－Ｂ）純経常行政コスト（Ｃ）
21,937,225千円
（＋875,744千円）

・人にかかるコスト
→職員の給与、退職手当など
・物にかかるコスト
→物品購入、光熱水費、施設などの修繕費、減
価償却費など
・移転支出的なコスト
→児童手当や生活保護などの社会保障給付、
各種団体への補助金、繰出金など
・その他のコスト
→市債の利子など

経常収益（Ｂ）

577,951千円
（＋33,895千円）

　行政サービスの利用により、市民の皆さんが直接負
担する施設使用料や手数料などです。

140,536,878千円
（△89,351,849千円）

○資産

・流動資産

期首（平成26年度末）資金残高

128,277,895千円
（△89,469,031千円）

○純資産  103,041,800千円
（△90,580,264千円）

　 道路、公園、学校、庁舎など

・投資等

　過去及び現世代が既に負担して、支払いが済んで
いる正味の資産です。市の資産全体のおよそ84％
を占めています。

・公共資産

4,653,668千円
（＋164,012千円）

　 現金、預金、財政調整基金、市税未収金など
　　うち歳計現金　1,755,819千円（＋166,097千円）

　 基金、出資金、長期延滞債権など

7,605,315千円
（△46,830千円）

（△8.6ポイント）

（＋9.0ポイント）

（＋11.1ポイント）

（＋0.1ポイント）

経常行政コスト（Ａ）
 

22,515,176千円
（＋909,639千円）

内訳
・純経常行政コスト
・財源の調達
・その他


